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（３） 労務管理・安全衛

生管理について 
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介護事業の
労務管理・安全衛生管理について

～介護事業場の労働問題の現状について～

１ 管内の産業構造と労働相談及び労働災害発生状況

２ 労務管理と安全衛生管理 ～相談事例から

３ 新たな労働問題

川崎市（中原区・高津区・宮前区・多摩区）の産業構造及び労働相談

適用事業場数 事業場構成比 相談件数

（全産業） 19,733 100.0% 3,677

製造業 2,624 13.3% 159 (4.3%)

建設業 2,110 10.7% 168 (4.6%)

運輸交通業 277 1.4% 112 (3.0%)

商業 6,420 32.6% 260 (7.0%)

教育研究業 1,082 5.5% 94 (2.5%)

保健衛生業 1,840 9.3% 517 (14.1%)

（社会福祉） (584) (3.0%) (310) (8.4%)

接客娯楽業 2,773 14.1% 162 (4.4%)
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川崎市（中原区・高津区・宮前区・多摩区）の業種別労働災害発生状況

平成25年 平成26年

（全産業） 479 477

製造業 45 41

建設業 94 101

運輸交通業 47 55

商業 90 99

教育研究業 7 9

保健衛生業 81 56

（社会福祉） 72 43

接客娯楽業 38 33

休業見
 期間

性
別

事故の型 傷病性質 傷病部位

1ヶ月
女
性

動作の反動、無
理な動作

負傷による腰痛 骨盤部

30日
女
性

動作の反動、無
理な動作

負傷による腰痛 骨盤部

1ヶ月
女
性
転倒 骨折 足指

1ヶ月
女
性

交通事故（道
路）

頭頚部外傷症候群（いわゆる
「むち打ち症」）

頚部

3ヶ月
女
性
転倒 骨折 ひざ

30日
女
性
転倒 骨折 上膊

1ヶ月
女
性

はさまれ、巻き
込まれ

骨折 指

1ヶ月
女
性

動作の反動、無
理な動作

負傷による腰痛 骨盤部

2ヶ月
女
性
転倒 骨折 足首

災害内容（抜粋）
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社会福祉施設死亡災害発生事例
～過去３年間で全国２８人が死亡～

年月 業種 職種
事故の状況

発生概要

23
年
6月

その他 調理員 過重労働 調理作業中に倒れ、搬送先の病院で死亡したもの。

直近の時間外労働が月１００時間を超えており、
著しい疲労の蓄積をもたらす特に過重な業務に従事
していたものとして労災認定された。

23
年
8月

社会福
祉施設

介護
職員

転倒 グループホーム入居者からの呼び出しコールが
鳴ったため、被災者がスタッフルームから走って居
室へ向かっていたところ、モップで水拭きした廊下
で足を滑らせ転倒、後頭部を強打したもの。その後、
被災者は７日後に死亡した。

26
年
9月

社会福
祉施設

介護
職員

動作の反動・
無理な動作

訪問介護のサービスのため、被災者が利用者宅の
台所で昼食の準備をしていた時、足を滑らせ転倒し
頭部を強打した。一時的に動けなくなったものの、
少し休んだあと、動けたのでタクシーを利用して自
宅に戻った。が、帰宅後、被災者の頭痛の状況が悪
化したため、救急車で搬送されたが検査途中で意識
不明となり、４日後日に死亡した。

精神障害等に係る労災請求・決定件数の推移（全国）

0

200
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1200

1400

1600

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

927

1136 1181
1272 1257

1409 1456

269 234
308 325

475 436
497

申請件数 支給決定件 

51



4

平成２６年度精神障害の労災請求件数の多い業種上位１０業種

業種 請求件数

１ 社会福祉・介護 １４０

２ 医療 ９５

３ 道路貨物運送業 ８４

４ その他サービス業 ６４

５ 小売業 ５１

６ 情報サービス業 ４８

７ 電気機械器具製造業 ４７

８ 輸送用機械器具製造業 ３９

９ 学校教育 ３７

10 専門サービス業 ３３

。

訪問介護事業を行っておりますが、1日に２つの居
宅をまわる場合に、介護職員が自宅からAさんの居
宅に行って業務を行って、そのまま昼休憩を挟みBさ
んの居宅へ行き業務を行い、そのまま自宅に帰るパ
ターンがあります。
移動の時間は業務を行っているわけではないので

賃金も発生しないと考えておりましたが今般一部介護
職員から移動に時間がとられるのにおかしいのでは
ないか？と言われました。
移動している時間は労働時間なのですか？

相談事例
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訪問介護の移動時間等について

○移動時間

○業務報告書の作成時間

○研修・教育の時間

労働時間

拘束時間
（始業時刻から終業時刻までの時間）

労働時間

実作業
時間

手待ち
時間

休憩

時間

◆ 労働時間とは拘束時間から休憩時間を除いた時間
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。

①先日、大雪で交通が麻痺することが予想され
たので当社を休業にしました。

②通所介護を行っている施設です。労働時間の
定時は９時～１８時ですが、台風の直撃を受
けた日に、利用者もおらず従業員の帰宅の危
険を考え１５時で施設を閉めました。

時給の労働者に対し、休業手当を支払う必要が
ありますか？

相談事例

。

訪問介護事業を行っております。

利用者の都合でキャンセルとなった場合は、使用

者の責に帰すべき事由による休業ではないので休業

手当の支払い義務は無いと思いますが、それでよい

ですか？

相談事例
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。

相談事例

休業手当
会社側の都合（使用者の責に帰すべき事由）により労働者を休ませた場
合、休ませた日について、平均賃金の６割以上の手当（休業手当）を支
払わなければなりません（労働基準法第２６条）。

会社側の都合とは、事業経営者として不可抗力を主張できないすべての
場合を含むと考えられています。

休業手当の支払義務あり

平均賃金の６０％
以上

使用者の責に帰す
べき事由による休業

事業経営者として不可抗力を主張できるものとは？
→天災事変等の不可抗力

。

不可抗力とは？

その原因が事業の外部より発生した事故であること

事業主が通常の経営者として最大の注意を尽くしてもな
お避けることのできない事故であること

相談事例

今回の大雪や台風

ただし、上記 の要件を満たす場合には該当しない
具体的には･･･物資輸送経路の状況、取引先への依存度、代
替手段の可能性、天災からの期間、使用者として休業回避
のための具体的努力等を総合的に勘案（東日本震災の際の
本省Ｑ＆Ａ）

55



8

使用者と労働者との関係における利用者のキャンセル

解雇に関する相談

従業員が施設利用者の金品を横領した。

懲戒解雇として即日解雇していいか？

また、ペナルティーとしてあわせて賃金カットしてよい
か？
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解雇予告手当の支払または

解雇に関する相談

労働基準法第91条

「就業規則で、労働者に対して減給の制裁を定

める場合においては、その減給は、①1回の額が

平均賃金の1日分の半分を超え、②総額が一賃金

支払期における賃金の総額の10分の１を超えて

はならない。」

※なお、実損額を別途請求することを妨げるもので
はありません。
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。

正社員にすると解雇規制が厳しいので６箇月の契
約で契約社員を雇い入れた。

雇い入れ後２ヶ月経ったがこの者の勤務態度に問
題があるように見受けられる。

そこで、契約期間終了を待たず解雇したいが可能
か？

労働契約終了に関する相談

。

解雇できないわけではないが・・・

試用期間中の解雇

期間の定めのない社員（パート等含）の解雇

契約社員（有期契約）

※離職の種類
自己都合退職

会社都合退職

解雇
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。

当施設の介護職員が立て続けに腰痛で休業となっ

ています。

何か防止するための方策について厚労省で検討し

たようなものはないのでしょうか？

労働災害に関する相談

介護労働者災害の特徴と対策
◎全国的な労働災害の特徴

◎これらの労働災害を防止するための対策

◎その他の労働災害防止対策
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労働災害の防止に努めましょう！

○腰痛予防対策

○転倒災害防止対策

○高年齢労働者に配慮した職場改善

。

当施設のある職員の妻から、「最近夫の様子がおか
しい。意味のわからないことを言ったり、ボーッとしてい
ることが多くなった。夜眠れてもいないようだ。職場で
何かあったのだろうか。家族もとまどっている」と聞か
れた。
その職員は責任感もありよくやってくれる人なので

施設のフロアの管理を任せている人である。
現場の同僚にそれとなく聞いたところ、勤務態度に

変化は無いが、確かに以前より口数が減ったとか髪型
が荒れているなどの意見があった。
何かいい対処法は無いか？

労働災害に関する相談
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メンタルヘルス対策
メンタルヘルスの総合情報サイト「こころの耳」
各々の立場に役立つ情報へ案内するメンタルヘルスの玄関口

対象 内容

本人へ 専門相談機関の案内
ストレス軽減ノウハウ
克服体験記
救済制度

家族へ うつ病だろうか？
通院中の対応は？
専門相談機関の案内
遺された家族へ

事業者・上司
へ

支援・助成制度
事例紹介（営業マンやＳＥの事例・職場復帰成功事例など）
手引・冊子・パンフ紹介

支援者へ 法令・指針案内
研修会案内
統計情報

ＵＲＬ
http://kokoro.mhlw.go.jp

１ 「ブラック企業」

２ 色々な職場のハラスメント

３ 社会の少子高齢化による労働問題は？

現在の労働問題
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「ブラック企業」

正式な定義はない

厚労省・・・「若者使い捨てが疑われる企業」

・過重、長時間労働を強いる

⇒精神を病んでしまった労働者は退職させる

⇒脳・心臓疾患による過労死・自殺者を発生させる

正規雇用の欲求や諸々の情報から安定志向強まる

労働者が過重労働に至るケース

「正社員になりたい・でいたい」

劣悪な労働環境に耐える労働者増加
※特に若年層

過重労働激化

（精神疾患・自殺・過労死増加）
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セクハラ・パワハラ・アルハラ・ソーハラ

妊娠や出産をしたことが業務上支障をきたすという理由
で、精神的・肉体的な嫌がらせを行う

⇒※パタニティハラスメント

マタニティハラスメント

社会の少子高齢化による労働問題は

社会の少子高齢化→労働力不足の深刻化

・外国人労働者

・高齢者

・女性
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注意点

・就労可能の確認

・言葉の問題

・相手文化・宗教の理解必要

外国人労働者の受け入れ

それでも対処できない･･･業務量の調整

現状の人員でできる範囲内の仕事しか受けない
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労働者のケガ・病気は労使共通の損失

事業所

・職員補充に係る作業

・周囲職員のホロー作業

労働者

・収入減

・後遺症や慢性化

労働者のケガ・病気は労使共通の損失

安全衛生管理と健康確保の重要性にご理解を！

ケガ・病気で休
業

まとめ

１ 管内の産業構造と労務及び労働災害状況

・介護事業の産業割合に比し労働問題多い

・介護職場での労働災害状況・疾病状況（腰痛・メンタル）

２ 労務管理と安全衛生管理 ～相談事例から

・移動時間、台風や利用者キャンセル時の休業手当、シフト

に入れない問題、解雇の手続き、金品横領者の解雇や制

裁、退職の種類

・労働災害防止、メンタルヘルスケアなど

３ 新たな労働問題
・「ブラック企業」、色々な職場のハラスメント、少子高齢化
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（４） 防火管理について 
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川崎市消防局からのお知らせ 

施設の実態調査を実施しています 

 社会福祉施設等で発生した火災を受けて、消防法令が改正され、社会福祉施設等の

用途区分や、スプリンクラー設備、自動火災報知設備等の消防用設備等の設置基準が

見直されました。

 今回の消防法令の改正により、新たに消防用設備等の設置が必要になる場合があり

ますので、川崎市消防局では、平成２７年４月以降、社会福祉施設に伺い、川崎市に

おける判定フロー（別紙１）等により用途区分等を判定し、新たに消防用設備等が必

要な施設に対しては、その旨通知しております。

 つきましては、事前に利用者の要介護状態区分及び入居（宿泊）状況が確認できる

資料を御用意していただきますようお願いいたします。また、施設によっては、施設

の平均的な状況の確認（別紙２）又は用途確認書（別紙３）の提出をお願いする場合

がありますので、御協力いただきますようお願いいたします。既に調査実施済みの施

設におきましても、最新の情報を把握するため、再度調査を実施する場合があります

ので、引き続き御協力をお願いいたします。

 なお、判定基準については他の自治体と異なる場合があります。

消防機関へ通報する
火災報知設備の基準

スプリンクラー設備
設置基準

平成３０年
３月３１日
まで

平成３０年
３月３１日
まで

・スプリンクラー設備
・自動火災報知設備
・避難器具 　等

　社会福祉施設等が、消防法上どの用途
に区分されるかにより、設置しなければな
らない消防用設備等が異なります。

・消火器
・誘導灯　等

新たに必要となる
消防用設備等

見直される内容

既存建物の
猶予期間

平成２８年
３月３１日
まで

※

用途区分
　　　　　　　　　※

平成２７年４月１日
改正法令施行

自動火災報知設備
設置基準

見直された内容
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別紙１

※４

いいえ

いいえ

いいえ

いいえ

いいえ

いいえ

小規模多機能型居宅介護事業施設

その他これらに類する施設 ※２

軽費老人ホーム

有料老人ホーム

その他これらに類する施設 ※２

川崎市における用途区分判定フロー

はい

はい

はい

避難が困難な要介護者（要

介護状態区分３以上の者）

を入居させている。

避難が困難な要介護者（要

介護状態区分３以上の者）

を宿泊させている。

避難が困難な要介護者の

割合が、施設全体の定員

の半数以上である。 ※３
宿泊サービスを利用する

避難が困難な要介護者の

割合が、宿泊サービス利用

者全体の半数以上である。

※３

利用者の要介護の状態等を

把握することが困難である。

複数の要介護者に対する

宿泊サービスを月５日以

上行っている。 ※５

はい

はい

はい

※１ 川崎市における用途判定基準ですので、他の自治体の判定基準と異なる場合があります。

※３ 宿泊の状況等について、利用者が比較的短期間に入れ替わる等の事情により用途が定まらない場合

（小規模多機能型居宅介護事業施設、複合型サービス施設、お泊りディサービスを行う施設等）には、施設

の平均的な状況として３ヶ月間の実績を確認した上で、避難が困難な要介護者を主として入居又は宿泊さ

せているかを判定（別紙２参照）

※５ 宿泊の状況について、利用者が比較的短期間に入れ替わる等の事情により用途が定まらない場合には、

施設の定常的な状況として３ヶ月間の実績を確認した上で、複数の要介護者に対して宿泊サービスを提供

した日が、３ヶ月間において１５日以上である場合に、令別表第１（６）項ロ(1)として判定

はい

入居施設 宿泊施設

※２ 「その他これらに類する施設」とは、老人に対して業として入浴、排せつ、食事等の介護、機能訓練又は

看護若しくは療養上の管理その他の医療を提供する施設

※４

※４ 入居又は宿泊の状況について、別紙３により提出

※１

※６ 建物構造等により、設置が免除される場合があります。
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別紙２

※１　宿泊の状況（凡例）
　　　　○　　：要介護状態区分３未満の者
　　　　●　　：要介護状態区分３以上の者（避難が困難な要介護者）
　　宿泊なし：宿泊サービスの提供がなかった日

※２　割合欄：宿泊サービス利用者全体における、避難が困難な要介護者の割合

　入居・宿泊の平均的な状況は、３箇月間の利用状況におい
て確認しますので、利用者の要介護状態区分及び宿泊状況が
わかる資料をご用意ください。

施設の平均的な状況の確認方法

高齢者施設における宿泊の平均的な状況の例
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別紙３

第１号様式                         年  月  日

用途確認書（高齢者施設）

 消防法施行令（昭和３６年政令第３７号。以下「令」という。）別表第１（６）項

ハ(1)に掲げる防火対象物とされた際の状況は次のとおりです。

チェック欄 施設種別 入居又は宿泊の状況

□ 軽費老人ホーム
①入居の状況

Ａ：要介護状態区分が３以上の者の数（   人）

Ｂ：施設全体の定員数（   人）

判定 Ａ/Ｂ＜０．５
□ 有料老人ホーム

□
小規模多機能型居宅

介護事業を行う施設

②宿泊の状況

Ａ：宿泊サービスを利用する要介護状態区分が３以上

の者の数（   人）

Ｂ：宿泊サービス利用者全体の数（   人）

判定 Ａ/Ｂ＜０．５

□

その他これらに類す

るものとして総務省

令で定めるもの

（令別表第１（６）

項ハ(1)に掲げるも
のに限る。）

①入居の状況

Ａ：要介護状態区分が３以上の者の数（   人）

Ｂ：施設全体の定員数（   人）

②宿泊の状況

Ａ：宿泊サービスを利用する要介護状態区分が３以上

の者の数（   人）

Ｂ：宿泊サービス利用者全体の数（   人）

判定 Ａ/Ｂ＜０．５

 上記の状況について、施設の実態と相違ありません。

            事業所名称

              所在地

             職・氏名

               電話     （      ）

（備考）１ この書類は、令別表第１（６）項ハ(1)となる場合に提出してください。
    ２ 該当する施設種別のチェック欄にレ点を記入してください。

    ３ 施設の管理等について責任的立場にある者が署名してください。
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消防用設備等が適正に設置されていないと、火災時に利用者の
安全を確保することができなくなってしまいます。消防職員が立
入検査で確認した場合は、消防法令違反として指導・公表の対象
となりますので、施設の円滑な運営のためにも管轄消防署で事前
に相談していただくようお願いいたします。特に一般住宅を社会
福祉施設に改装する場合は、十分御注意ください。
また、建物構造等が福祉施設に適合するものであるか、計画段
階で建築士等に確認するようお願いします。
〔消防に関するお問い合わせ先〕

消防署 管轄のエリア 住所 電話番号 

臨港消防署予防係 川崎区 
※詳細の区域はお電話
にてご確認ください。 

川崎区池上新町3-1-5 (代) 044(299)0119 

川崎消防署予防係 川崎区南町20-7 (代) 044(223)0119 

幸消防署予防係 幸区 幸区戸手2-12-1 (代) 044(511)0119 

中原消防署予防係 中原区 中原区新丸子東3-1175-1 (代) 044(411)0119 

高津消防署予防係 高津区 高津区二子5-14-5 (代) 044(811)0119 

宮前消防署予防係 宮前区 宮前区宮前平2-20-4 (代) 044(852)0119 

多摩消防署予防係 多摩区 多摩区枡形2-6-1 (代) 044(933)0119 

麻生消防署予防係 麻生区 麻生区万福寺1-5-4 (代) 044(951)0119 

〔建築に関するお問い合わせ先〕 

まちづくり局指導部建築指導課建築監察担当 電話０４４（２００）３００８ 

既存の建物内で、新たに社会福祉施設を
開設する場合、その建物に消防用設備等の
追加設置が必要となる場合があります。 
また、建物によっては、構造等が社会福
祉施設として適当でない場合があります。
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－川崎市消防局からのお知らせ－

川崎市消防局 予防部予防課
住所 川崎市川崎区南町２０－７  ０４４－２２３－２７０３

寝たばこは絶対にしない！ ガスコンロから離れる時は
必ず火を消す！

ストーブの周りに
燃えやすい物を置かない！

電気コード・コンセントは
タコ足配線をしない！

川崎市消防局

イメージキャラクター

太助
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－川崎市消防局からのお知らせ－

川崎市消防局 予防部予防課
住所 川崎市川崎区南町２０－７  ０４４－２２３－２７０３

火事を早く周りに知らせる

「住宅用火災警報器」を

設置してください。

川崎市消防局

イメージキャラクター

太助

設置場所には、それぞれに

必要な理由があります。

定められた設置場所すべて

に設置をお願いします。
台所は

火災の早期発見

寝室は
睡眠中の安全など

階段は
煙と炎の通り道

※ 階段は上階に

寝室がある場合、

上部に設置。

※ 平成２３年６月１日から消防法及び条例により、全ての住宅

に住宅用火災警報器の設置が義務付けられています。

設置場所

燃え広がりを防ぐため、
燃えにくい「防炎品」の
使用をお薦めします。

早期に消火して
被害を最小限に、
おさえることの
できる、
「住宅用消火器」
を備えましょう。

消防署や市町村が、

直接、訪問販売をする

ことはありません。

また、不適正な価格

（市場価格を超える高

額な価格）による販売

を行う業者に、ご注意

ください。
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Memo

Date ．   ．
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（５） 感染症対策につい

て 
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